（各課様式１）

予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：水産業費　目：水産業振興費
	事業名　新 清流長良川あゆパーク活用促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　農政部里川振興課水産係　電話番号：058-272-1111（内2912）

　　　　　　　E-mail： c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　        　　　12,162千円（前年度予算額：       0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	12,162
	0
	0
	0
	0
	0
	 108
	0
	12,054

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
清流長良川あゆパークの活用促進に係る経費（事務経費を含む。）
（２）事業内容

ア　パーク供用開始前に係る経費及び供用開始後の事務経費等
　　　用地立会報償費、業務旅費、光熱水費（施設供用開始前分）、郵便料及び分筆登記手数料並びに維持管理業務等委託料

　イ　完成式典及びオープニングイベントの開催（平成３０年６月（予定））

　　　パーク及び道の駅白鳥の施設完成（平成３０年３月（予定））を記念して、県及び郡上市の共催で開催

　ウ　県独自イベントの開催

　　　パークオープン後も引き続き集客を図るため、夏休み期間を中心に開催

　エ　パークを拠点とした地域活性化協議会による事業の実施

　　（ア）協議会の開催

（イ）活性化事業の実施
　　（ウ）広報活動の実施　等
（３）県負担・補助率の考え方

　ア　パーク供用開始前に係る経費及び供用開始後の事務経費等
　　　県で負担

　イ　完成式典及びオープニングイベントの開催

　　　県及び郡上市で負担

　ウ　県独自イベントの開催

　　　県で負担
　エ　パークを拠点とした地域活性化協議会による事業の実施

　　　県と郡上市で同額（1,000千円）を負担

３　事業費の積算内訳
歳出
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償及び賞賜金
	  64
	用地立会報償費

	旅費
	 720
	業務旅費

	光熱水費
	 683
	施設供用開始前分

	役務費
	 150
	郵便料及び分筆登記手数料

	業務委託料
	9,545
	維持管理業務等委託料及びイベント開催に係る委託料

	負担金
	1,000
	パークを拠点とした地域活性化協議会負担金

	合計
	12,162
	


歳入
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	光熱水費
	 108
	レストラン分（開設準備期間分）

	合計
	108
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
ぎふ農業・農村基本計画（平成２８～３２年度）

第５章　２（３）③漁業者・遊漁者の育成
（２）国・他県の状況

　東京都と葛飾区が、都立水元公園周辺の活性化を進めるため、地域の方々と協働で水元公園地域活性化協議会を設置し、同公園周辺の活性化に向けた事業や公園の活用について検討し、活性化事業を実施している。

（３）後年度の財政負担

　パーク供用開始後の事務経費等の経費及び地域活性化協議会負担金については、継続的な負担が必要である。
（４）事業主体及びその妥当性
パーク供用開始前に係る経費及び供用開始後の事務経費等並びに県有施設及び市有施設の利用促進及び活性化に係る経費であり、県及び市並びに協議会が主体となって実施することが妥当である。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいか
　パークの年間利用者数を平成３４年度末（パーク指定管理者の第１期指定期間最終年度）までに１４，０００人にする。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業

開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	年間利用者数
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	14,000人
（H34.3）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　〇

	パーク供用開始前に係る経費及び供用開始後の事務経費等並びにパークの利用促進及び活性化に係る経費であり、県が主体となって実施することが妥当である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか




